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秋田市総合評価落札方式ガ イ ド ラ イ ン

令和 ５年 ４月 １ 日

総 務 部 契 約 課

１ はじめに

秋田市総合評価落札方式（以下「総合評価」という。）は、秋田県や他の中核市の状況を

参考にしながら、平成２２年度から試行してまいりましたが、総合評価を活用した秋田市公契

約基本条例（平成２５年秋田市条例第１２号）が、平成２６年４月１日に施行されたことから、

併せて総合評価を本格導入したものです。

総合評価は、「価格」のみの競争だった従来方式と違い、「価格」と「価格以外の技術的要

素等」を総合的に評価し、落札者を決定する方式ですが、労働者の労働環境と地元企業の

活用を評価する項目を新たに設定いたしました。

今後も秋田市公契約基本条例の基本方針を踏まえながら、必要に応じ改善を図ってまい

ります。

２ 総合評価の評価方式(工事）

総合評価は、小規模な工事や緊急を要する工事などを除き、原則として設計金額が５千

万円以上の工事に適用します。

その評価方式は、工事の規模や内容、技術的な工夫の余地等に応じて、次のいずれかの

方式を選択します。

なお、技術提案型については、今後導入を検討していきます。

（１） 簡易型

工事内容の施工の確実性を確保するため、企業の施工実績や配置予定技術者の能

力、地元貢献度、労働環境等により評価を行う方式

（２） 施工計画型

工程や品質の管理、環境の維持や交通の確保等、施工上特に配慮を要する工事につ

いて、配慮事項に係る簡易な施工計画を求めて評価を行う方式
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３ 総合評価の実施手順

総合評価は、要件付一般競争入札又は公募型指名競争入札（以下「競争入札」）により執

行します。基本的な事務手続は、総合評価落札方式と競争入札とで大きな違いはありませ

んが、次の点が異なります。

◇ 総合評価は、入札公告の実施前に評価項目および評価基準を設定するとともに、評価

方法を決定する必要があります。

◇ 総合評価は、地方自治法施行令に基づき、落札者決定基準を定めようとするとき、２人

以上の学識経験者の意見を聴く必要があります。

【総合評価のフロー】 【競争入札のフロー】

なお、本フローは「簡易型」の例であり、「施工計画型」の場合は、技術資料の

審査が行われます。

評 価 方 式 の 決 定

評価項目・基準の設定

学識経験者の意見聴取

入 札 公 告

入 札 書 受 理

開 札

実績等評価項目の審査

入札参加資格の確認

落 札 者 の 決 定

入 札 公 告

入 札 参 加 申 請

開 札

入札参加資格の確認

落 札 者 の 決 定

※要件付一般競争
入札は除く

入 札 参 加 申 請

入 札 書 受 理
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４ 評価方法および配点

入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、獲得した「総合評価点」の最も高

い者が落札候補者となります。なお、総合評価点が同点の場合はくじ引きを実施します。

◇ 総合評価の評価方法

総合評価は入札に基づく「価格評価点」と、価格以外の要素（労働環境評価項目、地元

貢献評価項目、実績等評価項目および技術提案等評価項目に基づく技術等評価点。（以

下「技術等評価点」という。）を合計した「総合評価点」により総合的に判断します。

総合評価点（P) ＝ 価格評価点（C) ＋ 技術等評価点（D）

入札価格
価格評価点（C）＝価格評価点の配点（Ａ）× １－ ・・・・・・・（基本式）

予定価格

技術等評価点（D）＝技術等評価点の配点（B）のうち、加算対象となった評価点

◇ 評価点の配点

総合評価は、合計１００点となるように配点します。

価格評価点の配点（Ａ） ＋ 技術等評価点の配点（B） ＝ １００

◇ 評価点の配分

価格評価点と技術等評価点の配分は、工事規模、工種等を勘案し随時決定します。

総合評価における技術等評価項目は、大きく分けて、「労働環境評価項目」、「地元貢献

評価項目」「実績等評価項目」および「施工計画評価項目」の四つに分類されます。

評価
労働環境 地元貢献 実 績 等 施工計画

項目
評価項目 評価項目 評価項目 評価項目

評価方式 （１項目） (２項目） （13項目） （４項目から１項目選択）

簡 易 型 ○ ○ ○ －

施工計画型 ○ ○ ○ ○

※ ○ 設定する － 設定しない
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５ 労働環境評価項目

「労働環境評価項目」は、各評価方式に共通して評価する項目で、秋田市公契約基

本条例第２条第１項第５号に規定する対象労働者の労働環境を評価するものです。

評価項目は、「労働環境評価台帳」により加点評価されます。

なお、本評価項目については、当分の間、設計金額が１億円以上の工事について対

象とします。

１ 対象労働者の作業報酬額 （１億円以上の工事必須)

評価内容 配 点

労働環境評価台帳による作業報酬額を ０点～

評価 ４点

【評価に係る運用事項】

評価台帳において、対象労働者へ支払いを予定している作業報酬額のうち、各職種における最も安価な

労働者の作業報酬額の日額（所定労働時間内８時間当たり）を記載のこと。ただし、時間外等割増賃金、突

貫手当、休業手当は含まない。

《参 考》作業報酬額算定の対象となる賃金等

基本となる賃金 基本給（定額給)・出来高給

補助的手当 家族手当・通勤手当・地域手当・

賃 定期の賃金 諸手当 住宅手当

任務・能力・就 現場手当・技能手当・有給休暇手当・

金 労奨励手当 精勤手当など

実物給与 通勤用定期の支給･食事の支給

臨時の賃金 賞与（ボーナス等）・退職金・その他

等 の臨時の賃金等

日額制以外の場合は、以下の方法で算出する。

ア 日給の場合…………日給を記入

イ 時間給の場合………(時間給)×(一日の所定労働時間内８時間当り)

ウ 月給の場合…………(月給)÷(一月平均所定労働日数)

エ 出来高払制…………計算された賃金の総額を当該賃金算定期間において当該請負制に

よって労働した総労働日数で除した金額

記載した作業報酬額の日額と、職種ごとに記載してある当該年度設計労務単価（農林水産省及び国土交

通省が、各年に実施した公共事業労務費調査に基づき、その翌年度当初から用いる公共工事の工事費の

積算に用いるための労務単価）を比較し、自己採点する。(基準配点４点）

（１）評価台帳による評価の方法

① 支払い予定作業報酬額(円／日）のうち、各職種における最も安価な労働者の作業報酬額を（Ｂ)

の欄に記載する。なお、見習い・手元、アルバイト等については、人夫又は軽作業員に分類するもの

とする。
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② 記載した作業報酬額（Ｂ)と、当該年度設計労務単価（Ａ)を比較し、以下に記載する基準により配

点する。

・作業報酬額が設計労務単価に0.9を乗じた額以上のとき …………………………… ４点

・作業報酬額が設計労務単価に0.9を乗じた額未満で、0.8を乗じた額以上のとき…… ３点

・作業報酬額が設計労務単価に0.8を乗じた額未満で、0.75を乗じた額以上のとき……２点

・作業報酬額が設計労務単価に0.75を乗じた額未満で、0.7を乗じた額以上のとき……１点

③ それぞれの区分で評価した結果を合計し、評価対象となった職種の項目数で除した数値を評価

点とする。

受注した工事の施工中において、設計変更等により、評価対象となった職種以外の職種に労働者が配置

された場合であっても、評価点の再計算は行わない。また、当初予定していた下請負人等の手配がつかず、

別の者が従事したときは、当該従事した者の作業報酬額をもって履行確認を行うものとする。

受注者は、賃金台帳により作業報酬の支払状況を管理するものとし、工事が完了した日の属する月の翌

月の末日までに職種ごとの作業報酬額のうち最も低い額を支払った者に係る賃金台帳又は支払いを証する

書類の写しを、市長に提出するものとする。

市は、この資料をもって、履行状況の確認を行うものとする。

○履行率の算定

評価された金額以上の支払いが確認

労働環境評価項目 ＝ された職種の総数 × １００ （％）

の履行率 労働環境評価台帳で評価を受けた

職種の総数

○履行がなされなかった職種がある場合において工事成績評定点を減ずる措置の内容

履行率に応じて次のとおり減点する。

履行率が５０％未満 －８点

履行率が５０％以上７０％未満 －５点
履行率が７０％以上８０％未満 －２点

履行率が８０％以上 減点なし

◆労働環境評価項目の基準配点

労働環境評価項目に関する基準配点は４点（圧縮なし）です。
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６ 地元貢献評価項目

「地元貢献評価項目」は、各評価方法に共通して評価する項目で、秋田市公契約基

本条例第６条第１項第１号に規定する地域貢献度を評価するものです。

１ 下請負人への発注予定 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

(1) 土木工事等（一般土木工事、舗装工事、管渠 ア すべて市内企業(※１)（土木工

更生工事等をいう。）において、下請負人等に 事等）又はすべて市内企業等 (※２） １.０点

工事を発注するときの発注先 （建築工事等）に発注する（全て

(2) 建築工事等（建築工事、電気・機械設備工事、 の工種について受注者が施工する

水道施設工事、プラント工事等）において、下 場合を含む）

請負人等に工事を発注するときの発注先 イ 80％以上100％未満市内企業（土

木工事等）又は市内企業等 (※２） ０.５点

（建築工事等）に発注する（全て

の工種について受注者が施工する

場合を含む）

ウ 上記以外 ０.０点

２ 資機材の調達先 （必須項目）

当該工事に使用する資機材を調達するときの調 ア すべて市内企業等に発注する １.０点

達先 イ 80％以上100％未満市内企 ０.５点

業等に発注する

ウ 上記以外 ０.０点

※1 市内企業：秋田市に登記簿上の本社・本店を有する者をいう。

※2 市内企業等：市内企業又は秋田市内にある営業所等をいう。

(ｱ) 受注希望者は、当該工事の施工に当たって契約締結を予定している下請負人および資機材の納

入業者（機器・資材製造者選定届に記載予定の者）のうち、市内企業又は市内企業等の活用予定

について自己申告するものとする。

(ｲ) 受注者は、当該評価項目において提出した内容について、履行義務を負う。

市は、工事完成前に下請負人との契約書および資機材の調達先を調査し、履行状況を確認する。

その結果、評価された項目が提出した内容どおり履行されていなかったとき、以下の計算式によ

り市内企業(市内企業等)の活用率（＝履行率）を算出し、当該履行率に応じ、工事成績評定点を

減点する。

○履行率の算定

土木工事等で下請負人等に工事を発注する場合

当該工事の施工にあたり契約締結した下請

市内企業の活用率 ＝ 負人のうち市内企業の総数 × １００ （％）

当該工事の施工にあたり契約締結した

下請負人等の総数
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建築工事等で下請負人等に工事を発注する場合

当該工事の施工にあたり契約締結した下請

市内企業等の活用率 ＝ 負人のうち市内企業の総数 × １００ （％）

当該工事の施工にあたり契約締結した

下請負人等の総数

資機材の調達先

当該工事の施工にあたり契約締結した資機材

市内企業等の活用率 ＝ 調達先のうち市内企業の総数 × １００ （％）

当該工事の施工にあたり契約締結した

資機材の調達先の総数

当該評価項目で市内企業の活用予定を80％以上100％未満で申告した受注者(0.5点の

配点を得た受注者)の履行率は、上記算定式で得た結果に100/80を乗じた値とする。

○履行がなされなかった場合の工事成績評定点を減ずる措置の内容

履行率に応じて次のとおり減点する。

履行率が５０％未満 －５点

履行率が５０％以上７０％未満 －３点

履行率が７０％以上８０％未満 －１点

履行率が８０％以上 減点なし

◆地元貢献評価項目の基準配点

地元貢献評価項目に関する基準配点は２点（圧縮なし）です。

７ 実績等評価項目

「実績等評価項目」は、各評価方式に共通して評価する項目で、企業の施工実績や配置

予定技術者の能力、地域貢献等を重視するものです。

◇ 実績等評価項目および基準配点

評価項目は、評価方式にかかわらず必ず選択する「必須項目」と入札方式に応じて選

択する「選択項目」とに区別され、所定の評価基準を満足する場合に加点評価されます。

Ⅰ 企業の技術力等に関する評価

１ 同一工種における工事成績評定点 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

前２年度の同一工種における工事 ア ８０点以上 ５．０点

成績評定の平均点 イ ７５点以上 ３．５点

ウ ７０点以上 ２．０点

エ ６５点以上 ０．５点

オ ６０点以上６５点未満 －１．０点

カ ６０点未満 －２．０点
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(ｱ) 秋田市の契約課で契約した工事を対象とする。

(ｲ) 基準となる年度は入札公告日の属する年度とする。

(ｳ) 工事成績評定点は、指定する期間内に評定（完成検査）を受けたものを対象とする。

(ｴ) 工事成績評定の平均点は、小数第２位を四捨五入する。

２ 同一工種、同規模以上工事の施工実績 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

前５年度の同一工種、同規模以上工事の元請 ア 実績あり ５.０点

施工実績の有無 イ 実績なし ０.０点

(ｱ) 要件付一般競争入札については必須項目とする。

(ｲ) 秋田市の契約課で契約した工事を対象とする。

(ｳ) 基準となる年度は、入札公告日の属する年度とする。

(ｴ) 指定する期間内に引渡しが完了した工事を対象とする。

(ｵ) 規模条件については、発注する工事ごとに判断するものとする。

３ 配置予定技術者の同一工種、同規模以上工事の施工実績 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

前５年度で配置予定技術者が同一工種、同規模 ア 実績あり ５.０点

以上工事に従事した実績の有無 イ 実績なし ０.０点

(ｱ) 公共工事（国又は地方公共団体で発注した工事）を対象とする。

(ｲ) 基準となる年度は、入札公告日の属する年度とする。

(ｳ) 指定する期間内に引渡しが完了した工事を対象とする。

(ｴ) 規模条件については、発注する工事ごとに判断するものとする。

(ｵ) 配置予定技術者の実績は、監理技術者、主任技術者、現場代理人又は担当技術者として従事したも

のとする。ただし、いずれも従事期間が工期の２分の１以上であること。なお、現場代理人又は担当

技術者の主任技術者等と同等の資格については「１級の技士補」を含むものとする。

４ 品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ9001）の認証取得 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ9001）の認証取得の ア 取得している １.０点

有無 イ 取得していない ０.０点

(ｱ) 認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

５ 労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(ＩＳＯ45001)又は建設業労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（COHSMS：コ

スモス）の認証取得 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(ＩＳＯ45001)、又は建 ア ＩＳＯ45001を取得 ２.０点

設業労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（COHSMS：コスモ

ス）の認証取得の有無 イ COHSMS：コスモスを取得 ２.０点

(1) ＩＳＯ45001を取得

(2) COHSMS：コスモスを取得 ウ 取得していない ０.０点

※ (1)と(2)の重複加点は行わない。
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(ｱ) 認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

Ⅱ 企業の信頼性、社会性に関する評価

１ 災害時対応等に係る社会的貢献 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

前５年度の災害時対応に係る社会的貢献 ア 活動実績あり ２.０点

(1) 災害発生時の公共管理施設への緊急出動

(2) 災害発生時の物資の調達・運搬等の支援 イ 協定を締結している １.０点

(3) 防災パトロールへの協力 (※1）

(4) 緊急時・災害時の活動実績 ウ 活動実績および協定の締結 ０.０点

(5) 災害発生時の復旧等活動に関する協定締結 なし

状況

※ アとイの重複加点は行わない。

※１ 個別又は組合もしくは協会等の団体として秋田市と災害発生時の復旧等活動に関する協定を締結し

ている者をいう。

(ｱ) 原則として、秋田市内での活動実績を対象とする。

(ｲ) 基準となる年度は、入札公告日の属する年度とする。

(ｳ) 災害時対応に係る諸活動は、行政機関や公共的団体等からの認定（証明）を受けたものに限る。

(ｴ) 災害時対応として活動した実績は、有償・無償を問わないものとする。

(ｵ) 復旧等活動に関する協定締結の有無については、当該工事の入札公告日現在の締結状況による。

２ 秋田市消防団協力事業所の認定 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

秋田市消防団協力事業所の認定の有無 ア 認定を受けている １.０点

イ 認定を受けていない ０.０点

(ｱ) 秋田市消防団協力事業所表示制度実施要綱（平成19年３月22日消防長決裁）第４条から第６条まで

又は総務省消防庁消防団協力事業所表示制度実施要綱第４条および第５条に基づき表示証が交付され、

認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

３ 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ14001）、環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（エコアクション21）又はあきた環境

優良事業所認定制度の認証取得 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（ＩＳＯ14001）、環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ ア ＩＳＯ14001を取得 １.０点

ﾃﾑ（エコアクション21）又はあきた環境優良事業

所認定制度の認証取得の有無 イ エコアクション21を取得 １.０点

(1) ＩＳＯ14001を取得

(2) エコアクション21を取得 ウ あきた環境優良事業所認定制 ０.５点

(3) あきた環境優良事業所認定制度のｽﾃｯﾌﾟ2を 度のｽﾃｯﾌﾟ２を取得

取得 エ 取得していない ０.０点
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※ (1)から(3)の重複加点は行わない。

(ｱ) 認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

４ 障がい者の雇用状況 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

障がい者の雇用 ア 雇用している １.０点

イ 雇用していない ０.０点

(ｱ) 障がい者とは、以下の手帳の交付を受けている者をいう。

・身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に基づく身体障害者手帳

・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）に基づく精神障害者保健福祉手帳

・療育手帳制度要綱（昭和48年厚生省発児第156号）に基づく療育手帳

(ｲ) １年以上継続して雇用されていること。

５ 男女共同参画職場づくり事業における加点対象者認定 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

秋田県が実施する男女共同参画職場づくり事業に ア 認定を受けている １.０点

おける加点対象者認定の有無

イ 認定を受けていない ０.０点

(ｱ) 認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

６ 次世代育成支援対策推進法等に基づく認定 （必須項目）

評価内容 評価基準 配点

次世代育成支援対策推進法に基づく企業認定又は ア 次世代育成支援対策推進法に １.０点

秋田市元気な子どものまちづくり企業認定の有無 基づく企業の認定を受けている

イ 秋田市元気な子どものまちづ ０.５点

くり企業の認定を受けている

ウ 認定を受けていない ０.０点

(ｱ) 認定期間満了日が基準日（当該入札案件の契約予定日）以降となっていること。

※ 当該入札案件が議決を要する場合は、仮契約日を基準日とする。

(ｲ) アとイの重複加点は行わない。

７ 保護観察対象者等の就労支援等状況 (必須項目）

評価内容 評価基準 配点

保護観察対象者等の協力雇用主の登録の有無およ ア 協力雇用主の登録があり、保 １.０点

び雇用状況 護観察対象者等を雇用している

イ 協力雇用主に登録あり ０.５点

ウ 協力雇用主に登録なし ０.０点

(ｱ) 保護観察対象者等とは、保護観察対象者および更生緊急保護の対象者をいう。

(ｲ) 入札公告日時点における登録および雇用状況による。

(ｳ) ３か月以上継続して雇用していること。

(ｴ) アとイの重複加点は行わない。
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８ エイジフレンドリーパートナー登録状況 (必須項目）

評価内容 評価基準 配点

エイジフレンドリーパートナーの登録状況 ア エイジフレンドリーパート １.０点

ナーとして登録あり

イ 登録なし ０.０点

(ｱ) 入札公告日時点における登録状況による。

◇ 実績等評価項目に関する配点

企業の信頼性・社会性に関する評価項目の基準配点は最大で９点となるが、圧縮補正を

行い、６点に圧縮する。それに企業の技術力等の基準配点の合計（18点）を加えると、実績

等評価項目に関する基準配点合計は24点となりますが、設計金額に応じて圧縮補正を行い

ます。

８ 施工計画評価項目

施工計画型では、現場条件から工事実施にあたって特に配慮するべき評価項目を選択し、

技術的所見を求めます。このときの評価項目を施工計画評価項目といい、各項目ごとに評

価基準および配点を設定します。また、この設定は工事検査室および事業担当課で行いま

す。

◇ 施工計画評価項目および基準配点

設計金額 基準配点合計 配点（補正後）

１億円未満

２４点

１５点

１億円以上　　２億円未満 １２点

２億円以上  ９点

評価の視点 評価項目 評価基準 基準配点

簡易な施工計画

□工程管理に関する技術的所見

別途定める

１項目

０点～

　　　４点

□環境配慮に関する技術的所見

□品質管理に関する技術的所見

□安全対策に関する技術的所見
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◇ 施工計画評価項目に関する配点

施工計画評価項目に関する技術等評価点配点は、「簡易な施工計画」で設定した基準

配点の合計点数となりますが、当分の間、評価項目の選択は原則１項目とします。

なお、「施工計画評価項目」の配点については「実績等評価項目」と異なり、圧縮補正

を行いません。

９ 総合評価点の算定方法

獲得した価格評価点（C）に、技術等評価点（D）を合計したものが「総合評価点」となります。

各評価点は、小数点以下第５位を四捨五入し、小数点第４位止めとします。

◇ 価格評価点の算定方法

価格評価点（C）は、入札価格が「調査基準価格」未満の場合には係数（０．５）を乗じ、

入札価格の低下に応じた低減措置を行うものとします。

（１） 入札価格 ≧ 調査基準価格

基本式（Ｐ．３）のとおり

（２） 入札価格 ＜ 調査基準価格

調査基準価格 調査基準価格－入札価格
価格評価点（C）＝価格評価点の配点（Ａ）× １－ ＋ 0.5 ×

予定価格 予定価格

◇ 技術等評価点の算定方法

技術等評価点（D）は、実績等評価分、労働環境評価分、地元貢献評価分、および技術

提案等評価分に係る評価点を合計したものとなります。

技術等評価点（D）＝技術等評価点（D1）＋技術等評価点（D2）＋ 技術等評価点（D3）＋技術等評価点（D4）

実績等評価分に係る配点（B１）
技術等評価点（D１）＝実績等評価分に係る加算点 ×

実績等評価分に係る基準配点の合計

技術等評価点（D２）＝労働環境評価分に係る加算点（B２）

技術等評価点（D３）＝地元貢献評価分に係る加算点（B３）

技術等評価点（D４）＝簡易な施工計画に係る加算点（B４）

10 施工計画等の履行の確保

総合評価において、当該評価項目を履行することを申請して落札した場合には、落札者

はその申請内容について履行義務を負うことになります。

◇ 施工計画評価項目に関する履行義務

施工計画型では、提案内容が評価の加点対象とならない場合でも、法令や共通仕様書

等に違反しない限りは、その提案内容はすべて契約事項となることに注意してください。
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◇ 履行義務の確保

施工計画については、入札公告文、契約図書に明記するほか、請負者は契約後に提

出する施工計画書等（資材承諾願、下請負届）に具体的な履行内容を記載する必要があ

ります。

また、履行状況を検証することは、「公正な競争の執行」と「契約内容の効用の確保」の

ため重要であることから、工事の監督および検査にあたっては、申請した履行内容が確保

されているか確認が重要となります。

□ 提案内容とその履行状況および効果

□ 履行状況に基づく履行率

◇ 施工計画が不履行の場合の措置

請負者の責に帰すべき事由により施工計画の不履行が認められた場合、再度履行し

なければなりません。ただし、施工計画の内容を満たす再度の履行が困難又は合理的で

ないと認められる場合、以下の措置を行うこととなります。

□ 工事成績評定点の減点 □ 契約金額の減額

□ 損害賠償の請求 □ 指名停止

○履行がなされなかった項目がある場合において工事成績評定点を減ずる措置の内容

履行率に応じて次のとおり減点する。

履行率が５０％未満 －１０点

履行率が５０％以上７０％未満 －８点
履行率が７０％以上８０％未満 －５点

履行率が８０％以上 －３点

◇ 労働環境評価項目に関する履行義務

受注者は、総合評価落札方式で申請した作業報酬額について、対象労働者へ当該申

請額以上の作業報酬額を支払うことが義務付けられます。

工事施工中に、対象労働者から申出があった場合は、支払額が確認できる資料を提出

していただきます。

対象労働者に支払われるべき作業報酬額の支払いがなされていない場合は、速やか

に正当な作業報酬額を支払うようにしなければなりません。

市が行う調査等において、調査の妨害を行ったり、是正措置に従わないなどの対応を

したときは、市は受注者に対し、指名停止等の措置を講ずることがあります。

工事完成時に作業報酬額の支払い状況を確認し、その結果、評価された項目が申請

どおり履行されていなかったとき、工事成績評定点を減点します。

◇ 地元貢献評価項目に関する履行義務

工事完成前に下請負人との契約書および資機材の調達先を確認し、履行状況を確認

します。

その結果、評価された項目が申請どおり履行されていなかったとき、工事成績評定点を

減点します。
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11 低入札価格調査制度との関連事項

総合評価においては、秋田市低入札価格調査制度取扱要領（平成13年５月11日助役決

裁）を準用します。この制度の運用に当たっては、落札者を落札候補者と読み替えることとし

ます。

◇ 低入札価格調査制度

調査基準価格は、秋田市低入札価格調査制度取扱要領第３条で規定する価格としま

す。調査基準価格を下回る価格の入札をし、失格判断基準に該当しない者が落札候補

者となった場合には、同要領第６条で規定する調査を実施します。

12 特定建設工事共同企業体での運用事項

共同企業体の結成を要件とする場合は、代表者および構成員を問わず評価の対象としま

す。

なお、評価に関する運用事項および留意事項は別途定めるものとします。

平成26年４月１日 制 定

平成27年４月１日 改 訂

平成28年４月１日 改 訂

平成30年４月１日 改 訂

平成31年４月１日 改 訂

令和３年10月１日 改 訂

令和５年４月１日 改 訂


